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「社会生活基本調査」からみた
ボランティア行動の要因の変化について

南 林 さえ子

Ⅰ．は じ め に

２００１年は国連が定めた「ボランティア国際年」であった。この年は，ボラン
ティア活動を広げていくため，様々な取組が行われた。本論文では，総務省
「社会生活基本調査」における公表された統計表，及び匿名データを利用して，
ボランティア活動別の行動要因を分析した。「ボランティアをする／しない」
という行動がどのような要因によって説明できるかを属性要因によって示すこ
とを目的とした。

Ⅱ．先 行 研 究

１．研究の学術的背景
社会生活基本調査は，日々の生活における「時間のすごし方」と１年間の「余

暇活動」の状況など，国民の暮らしぶりを調査し，結果は，高齢社会対策，少
子化対策，男女共同参画に関する施策等の基礎資料として利用されている。調
査は昭和５１年以来５年ごとに行われている。

調査の対象は，指定する調査区（全国で約７，３００調査区）内にある世帯から，無
作為に選定した約８万８千世帯の１０歳以上の世帯員約２０万人を対象としている。

１９９６年～２００６年の「社会奉仕活動」「ボランティア活動」の項目の変遷は図
表１の通りである。ボランティア国際年の２００１年に大きく変化した。

２．社会生活基本調査を用いた研究
村上（２００９）は２００６年の調査結果のデータから，ボランティア活動の行動者

率１について示した。全体は５年前に比べ２．７ポイント減少，１０代前半と働き盛
り（３０歳代と４０代前半）世代が大きく減少していること，６歳未満の子供を持
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つ親の行動者率は持たない親よりも低いこと，しかし，６歳未満の子供がいる
有業の母親は無業よりも７．１ポイント多いことを示した。平均行動日数につい
ては，５年間に５．５日増加，６５歳以上の平均行動日数は５年間で１３．５日増加，
働き盛り（３５歳～４４歳）の女性については１０．１日増加であることを示した。

活動別平均行動者率で世代構成の偏りがあるのは，「高齢者を対象とした活
動」「子供を対象とした活動」「まちづくりのための活動」であった。高齢者を
対象とした活動では５５歳以上の行動者の割合が高く高齢者が高齢者を支えてい
る状況である。子供を対象とした活動では，３５歳から４４歳の世代の行動者割合
が高い。まちづくりのための活動では，５５歳から５９歳の世代の行動者数が高い
ことを示した。

齊藤（２０１０）は『２００６年社会生活基本調査（生活行動編）』を用いて個人・世
帯属性別にボランティア行動の傾向を明らかにした。

ここでは，ボランティア活動の総数は減少したとはいえ，有配偶者，有職者，

１ 行動者率＝行動者数÷属性別の人口×１００（％）
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子供を対象とした活動 子供を対象とした活動

スポーツ・文化・芸術に
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スポーツ・文化・芸術に
関係した活動

まちづくりのための活動 まちづくりのための活動

安全な生活のための活動 安全な生活のための活動

自然や環境を守るための
活動

自然や環境を守るための
活動

災害に関係した活動 災害に関係した活動

その他 国際協力に関係した活動

出所：総務省（１９９７，２００３，２００８）より作成 その他

図表１ １９９６年～２００６年の「社会奉仕活動」「ボランティア活動」の項目の変遷
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地域社会や居住地域の人
に対する奉仕

福祉施設等の人に対する
奉仕

児童・老人・障害者に対
する奉仕（福祉施設等の
人に対する奉仕を除く）

特定地域（へき地や災害
地等）の人に対する奉仕

その他一般の人に対する
奉仕（外国の人に対する
奉仕を含む）

公的な奉仕

社会参加活動
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子育てや介護経験のある者，教育レベルや情報活用力が高い者，社会的経済的
状況が豊かな者ほど，ボランティア活動の行動者率や活動日数が高くなること
が報告されている。

猿渡（２０１５）はボランティア活動への参加をもたらす要因を考察している。
人々が現在持つ社会的連帯や過去に築かれた社会的連帯に関わる要因がボラン
ティア活動への参加に影響を与えることを示している。特に属性のみのモデル
に対して，社会的連帯を加えたモデルの説明力が大きく，参加を促す力がある
ことが示されている。

三井情報開発総合研究所（２００４）では，ボランティアに関する意識は学校な
どでボランティアを経験することによる意識の積極化が次の自発的な活動への
積極化に寄与すると考えられるとしている。

Ⅲ．研究の手順

初めに，「社会生活基本調査」の１９９６年から２０１６年に公表された報告をもと
に概略的分析を行った。次に，匿名データを利用してボランティア種類別の行
動要因を分析した。「ボランティアをする／しない」の行動がどのような要因
によって説明できるかを属性要因によって示した。１９９６年の調査データの質問
項目が他の２回分と大きく異なるため，２００１年，２００６年の分析結果を用いて時
系列的な変化を確認した。

１．総務省公表のデータによる分析
⑴ 行動者率分析
ａ）１０歳以上のボランティア行動者率分析

２００１年の「ボランティア国際年」にピークを持つ。それ以後に大きな変動は
ない。ボランティア活動への理解と参加促進，活動の広がりが期待されたが，
２００１年に比べ減少傾向にある。男女別では，男性より女性の方が行動者率が高
い傾向にある（図表２参照）。
ｂ）年齢別分析
①１９９６年

１５～１９歳，２０～２４歳が非常に行動者率が低い。この時期はバブル崩壊期，就
職氷河期であり，若者層はボランティアを行うなどの余裕のない生活であった
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と考えられる。３５～３９歳，４０～４４歳の働き盛りの行動者率は他の年の調査と
違って３５～３９歳がピークである（図表３参照）。
②２００１年

２００１年は国際ボランティア年である。１０～１４歳の行動者率が非常に高い。こ
の世代は学校の教育の一環としてボランティア活動を行っていたと考えられる。
２００２年に新学習指導要領が施行され，学習内容の３割削減，授業時間数の削減，
完全学校週５日制の実施がなされ，学校において教科指導の時間数確保のため
教科以外の取り組み時間の削減，ボランティア活動の取り組みも時間外となっ
たからではないかと考えられる。３５～３９歳，４０～４４歳の働き盛りの行動者率は
どの年の調査よりも高い行動者率である。
③２０１６年

働き盛りの世代のボランティア活動が大きく減少した。
ｃ）コーホート別分析（世代と社会環境による変化）

図表２ １０歳以上のボランティア行動率（１９９６年～２０１６年）

図表３ 年齢別ボランティア行動率の推移
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図表４に№１から№１７までのコーホートを定義した。図表５にコーホート別
の行動者率の推移を示した。図表５で縦方向の開きが大きいのは，１０―１４歳，
１５―１９歳，２０―２４歳，および３０―４４歳の働き盛りの年代である。

図表４ コーホートの定義
１９９６年 ２００１年 ２００６年 ２０１１年 ２０１６年

１０―１４歳 １３ １４ １５ １６ １７
１５―１９歳 １２ １３ １４ １５ １６
２０―２４歳 １１ １２ １３ １４ １５
２５―２９歳 １０ １１ １２ １３ １４
３０―３４歳 ９ １０ １１ １２ １３
３５―３９歳 ８ ９ １０ １１ １２
４０―４４歳 ７ ８ ９ １０ １１
４５―４９歳 ６ ７ ８ ９ １０
５０―５４歳 ５ ６ ７ ８ ９
５５―５９歳 ４ ５ ６ ７ ８
６０―６４歳 ３ ４ ５ ６ ７
６５―６９歳 ２ ３ ４ ５ ６
７０歳以上注１） １ ２ ３ ４ ５
７５歳以上注２） ２ ３ ４

注１）２００６年より ７０―７４歳
注２）２００６年より
出所：総務省（１９９７，２００３，２００８，２０１３，２０１７）より作成

図表５ コーホート別の推移

出所：総務省（１９９７，２００３，２００８，２０１３，２０１７）より作成
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①１９９６年における１５―１９歳，２０―２４歳の傾向について
対応するコーホートは№１２，１１（№１２は１９７７―８１年生まれ，№１１は１９７２―７６年

生まれ）であるが，この年の低い値の要因は社会環境要因であったが，その後
の成長した年代でも行動者率は低くなっている。
②２００１年に１０―１４歳であった世代の動向について

対応するコーホートは№１４（№１４は１９８７―９１年生まれ）である。５年後ごと
の値を見ると決して高くなく，小中学校でのボランティア経験はその後，他の
コーホートと数値上差はない。

２００１年に４０―４４歳であるコーホート№１４の親の世代はコーホート№８（№８
は１９５７―６１年生まれ）である。調査期間中最大の行動者率を示している。「ボラン
ティア国際年」という社会環境要因と家庭内での子供の行動者率の高さによる
影響があるものとみられる。しかしその後の行動者率は他の世代と同じである。

以上のコーホートはいずれも社会環境による影響で値が変動しているが，社
会環境の変動要因がなくなると平常の年齢効果に戻っていることがわかる。世
代効果はないものと考えられる。
ｄ）年収別分析

２００１年から２０１６年の年収別行動者率を図表６に示す。
２００１年と２００６年の傾向は，世帯収入が多くなれば行動者率は高くなると言え

る。しかしその後２０１１年は横ばい，２０１６年は５００～６９９万円のクラスまで一旦行
動率が下がり，その後上昇していることがわかる。はっきりした傾向は，見出
せない。
⑵ 活動別行動者率

２００１年から２０１６年の活動別行動者率を図表７に示す。
①４回の調査を通して行動者率が最も高いのは「まちづくりのための活動」で，

常に１０％を超える。
②４回の調査を通して急激に伸びたのは，「子供を対象とした活動」で２００１年

と２００６年は５％程度であったが，２０１１年と２０１６年には８％を超える行動者率
を示した。

③最も大きい減少率であったのは，「自然や環境を守るための活動」で，２００１
年の８％から２０１６年の４％まで半減した。また，「健康や医療サービスを対
象とした活動」，「高齢者を対象とした活動」，「障害者を対象とした活動」は
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いずれも２００１年の行動者率が最も高くそれ以後減少傾向にある。
④「災害に関係した活動」は，２０１１年の東日本大震災の活動が突出している。

２．匿名データによる分析
⑴ 対象データ

２００１年社会生活基本調査 匿名データ １４３，３１３件

図表６ ２００１年～２０１６年の世帯年収別行動者率

図表７ ２００１年から２０１６年の４回の活動別行動
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２００６年社会生活基本調査 匿名データ １３６，７４６件
⑵ 使用説明変数

先に述べた斎藤ゆか（２０１０）は，「ボランティア活動」は本人の家族やライ
フスタイル等の環境に影響されやすい」ことを述べ，次の５つの項目に整理し
ている。

①家族状況とライフステージ
②就業状況（個人属性）
③教育レベル（個人属性）
④社会的経済的状況（世帯属性）
⑤コミュニティの状況（全国地域別）

これらを念頭に，以下の変数を用いることにした。
ａ）基本属性

①性別 男性 ０ 女性 １
②年齢 １０代，２０代，３０代，４０代，５０代，６０代，７０歳以上

ｂ）家族状況・ライフステージ
③配偶者 あり １ なし ０
④介護をしている している １ していない ０
⑤６歳未満の子供 いない １ いる ０
⑥ライフステージ 子育て期 末子小学中学 はい １ いいえ ０
⑦３世代家族 はい １ いいえ ０
⑧仕事 主として仕事 はい １ いいえ ０

家事のかたわら仕事 はい １ いいえ ０
通学のかたわら仕事 はい １ いいえ ０
家事 はい １ いいえ ０
その他無職 はい １ いいえ ０

ｃ）個人属性
⑨教育履歴 在学中 １ それ以外 ０

短大大学卒 １ それ以外 ０
⑩情報機器 使用している １ 使用していない ０

ｄ）経済的状況暮らし向き
⑪世帯収入 ４００万円以下 １ それ以外 ０

駿河台経済論集 第２８巻第１号（２０１８）

７４



１０００万円以上 １ それ以外 ０
⑫自家用車 あり １ なし ０

ｅ）地域
⑬３大都市圏 はい １ いいえ ０

⑶ 使用従属変数
ボランティア活動の種類別参加の有無（２値データ）とする。
活動種類は「健康や医療サービスに関係した活動」，「高齢者を対象とした活

動」，「障害者を対象とした活動」，「子供を対象とした活動」，「スポーツ・文
化・芸術に関係した活動」，「まちづくりのための活動」，「安全な生活のための
活動」，「自然や環境を守るための活動」，「災害に関係した活動」である。
⑷ 分析法

ロジスティック回帰分析を用いる。この手法は従属変数が２値の場合の線形
回帰分析と考えることができる。ある事象が起こる確率pを起こらない確率
（１－p）で割ったものをオッズと呼ぶ。このオッズの対数をとったものをロ
ジットと呼び，この確率からロジットを求める過程をロジスティック変換と呼
ぶ。EXP（ロジット値）はオッズになる。ロジスティック回帰分析のモデル
式は以下の通りである。

l＝log（ p
１－p）＝β０＋β１X１＋…＋βｍXｍ

l：ロジット（対数オッズ），p：ある種類のボランティアに参加する確率，
β０：定数，β１：～βp：偏回帰係数

この回帰モデルに基づき，回帰係数Ｂが最尤法で推定され，Exp（B）がオッ
ズ比になる。オッズ比をとると，１つの変数の発生確率に対する影響の大きさ
がわかる。

変数選択については，独立変数の数が多いため，変数増加法（尤度法）を用
いて，ボランティアの活動に影響のある要因を抽出した。その後再度，得られ
た変数を強制投入してロジスティック回帰分析を行った。統計ソフトウェアは
SPSS Ver.２５を使用した。
⑸ 回帰式の有意性

モデル式全体の評価はχ２検定を行った。帰無仮説「モデルのすべての項の
係数が０である」に関する検定結果である。
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各変数の検定には，まずWald統計量に基づいてχ２検定を行った結果の有意
確率ｐ（ｐ＜０．０５）をチェックした。次いでオッズ比Exp（B）を評価した。
Exp（B）は０以上の値を取り，１を超える場合，正の影響（当該変数が増加
するとボランティア活動の参加率が高まり），１未満の場合は負の影響（当該
変数が増加すると参加率が低下）がある。１からの距離（１から０までの距離
と１よりも大きい場合の両方を指す）が遠いほど，従属変数に対する影響度が
大きいことになる。９５％の信頼区間は１を含まない場合は，安定した説明変数
と言える。

モデル全体のあてはめの統計量は，AUC（ROC曲線下側の面積）で評価し
た。AUCは０から１の値をとる。ランダムな予測は０．５となるので，通常は
０．５から１の値をとる。完全に予測できたら１となる。

３．結果
⑴健康や医療サービスに関係した活動（献血，入院患者の話し相手，安全な食

品を広めることなど）（図表８参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝６４１０．２８６（p＜０．００１），AUC＝０．６２６，

（２００６年）χ２＝７０６４．１５４（p＜０．００１），AUC＝０．６４３であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは６０歳代で，６０歳代ではない人に比べて

参加のオッズが２．４４６倍となった。次いで７０歳以上，５０歳代で参加が２．３２６倍，
１．９２７倍となった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは，６０歳代で３．１０５倍であった。次いで，
７０歳以上，在学中の学生で，参加オッズが３．０２４倍，２．５９０倍となった。

２００１年と２００６年の要因は年令中心で大きくは変化がない。
⑵高齢者を対象とした活動（高齢者の日常生活の手助け，高齢者とのレクリ

エーション）（図表９参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝１７５６．８１３（p＜０．００１），AUC＝０．６４９，

（２００６年）χ２＝１０７３．４０７（p＜０．００１），AUC＝０．６４８であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは通学のかたわら仕事の学生で，そうで

はない人に比べて参加のオッズが２．５２５倍となることがわかった。次いで情報
機器を使う人，介護している人で，そうでない人のオッズの１．８５７倍，１．６３５倍
となることがわかった。
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２００６年はオッズ比が最も高かったのは通学のかたわら仕事の学生で，そうで
ない人の２．８３１倍である。次いで，情報機器を使う人が２．３３０倍，短大大学卒が
１．５６９倍と続く。

２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。年令の影響はなく仕事をして
いる学生と情報発信ができる人，さらに２００６年は高学歴へと変化している。
⑶障害者を対象にした活動（手話，点訳，朗読，障害者の社会参加の協力）（図

表１０参照）

図表８ 健康や医療サービスに関係した活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３２２．ボラ⑴
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V３６９ボラ⑴
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．２８８ ．０００ ．７５０ ．７３１ ．７６９ ３大都市圏 －．２７３ ．０００ ．７６１ ．７４０ ．７８３

性別女性 ．０８１ ．０００ １．０８４ １．０５４ １．１１４

３０歳代 ．５０５ ．００１ １．６５７ １．５７２ １．７４６ ３０歳代 ．４４５ ．０００ １．５６０ １．４６８ １．６５７

４０歳代 ．６３１ ．０００ １．８７９ １．７８１ １．９８３ ４０歳代 ．６７８ ．０００ １．９７０ １．８５０ ２．０９７

５０歳代 ．６５６ ．０００ １．９２７ １．８２８ ２．０３１ ５０歳代 ．７６７ ．０００ ２．１５２ ２．０２７ ２．２８６

６０歳代 ．８９４ ．０００ ２．４４６ ２．３１１ ２．５８８ ６０歳代 １．１３３ ．０００ ３．１０５ ２．９１４ ３．３０９

７０歳以上 ．８４４ ．０００ ２．３２６ ２．１９１ ２．４７０ ７０歳以上 １．１０７ ．０００ ３．０２４ ２．８２６ ３．２３７

配偶者有 ．３４８ ．０００ １．４１６ １．３７０ １．４６３ 配偶者有 ．３１６ ．０００ １．３７２ １．３２５ １．４２０

介護している ．２６６ ．０００ １．３０５ １．２３８ １．３７５ 介護している ．２６６ ．０００ １．３０４ １．２３７ １．３７５

３世代家族 ．０６７ ．０００ １．０６９ １．０３８ １．１０１ ３世代家族 ．１０４ ．０００ １．１１０ １．０７２ １．１４８

末子小学中学 ．４９５ ．０００ １．６４１ １．５７１ １．７１４ 末子小学中学 ．５２０ ．０００ １．６８２ １．６０６ １．７６３

主に仕事 －．５６９ ．０００ ．５６６ ．４８８ ．６５７ 主に仕事 －．１０７ ．０００ ．８９８ ．８６６ ．９３１

家事かたわら
仕事

－．３４５ ．０００ ．７０８ ．６０７ ．８２６
家事かたわら
仕事

．１７９ ．０００ １．１９６ １．１４２ １．２５３

通学かたわら
仕事

－．２５７ ．００３ ．７７４ ．６９７ ．８５８
通学かたわら
仕事

－．１３７ ．０１８ ．８７２ ．７７９ ．９７７

家事 －．５１０ ．０００ ．６００ ．５１５ ．７００ 無職その他 －．３８７ ．０００ ．６７９ ．６４６ ．７１３

無職その他 －．９２６ ．０００ ．３９６ ．３３９ ．４６３

在学中 ．４６２ ．０００ １．５８８ １．３７２ １．８３８ 在学中 ．９５１ ．０００ ２．５９０ ２．４１４ ２．７７８

短大大学卒 ．３１４ ．０００ １．３６９ １．３２８ １．４１１ 短大大学卒 ．３８５ ．０００ １．４６９ １．４２５ １．５１５

情報機器使用 ．２８３ ．０００ １．３２６ １．２８８ １．３６６ 情報機器使用 ．５５９ ．０００ １．７４９ １．６８８ １．８１２

４００万円未満 －．１１４ ．０００ ．８９２ ．８６８ ．９１７ ４００万円未満 －．１３４ ．０００ ．８７５ ．８５０ ．９００

１０００万円以上 ．０８７ ．０００ １．０９１ １．０５３ １．１３０ １０００万円以上 ．０７２ ．０００ １．０７５ １．０３３ １．１１８

自家用車あり ．２２５ ．０００ １．２５３ １．２０８ １．３００ 自家用車あり ．２８８ ．０００ １．３３３ １．２７９ １．３９０

定数 －１．５１５ ．０００ ．２２０ 定数 －２．５３０ ．０００ ．０８０

注）上位３位まで網がけ

「社会生活基本調査」からみたボランティア行動の要因の変化について
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モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝３３７２．７５８（p＜０．００１），AUC＝０．６８４，
（２００６年）χ２＝３６８３．３２６（p＜０．００１），AUC＝０．７０８であった。

２００１年はオッズ比が最も高かったのは６０歳代で，そうではない人に比べて参
加のオッズが３．９３５倍となることがわかった。次いで７０歳代以上の人，５０歳代
の人で，そうでない人のオッズの３．７３５倍，２．４７４倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは７０歳以上の人で，オッズ比は６．５５７倍
である。次いで，６０歳代，在学中の人が５．５９２倍，４．５７７倍の値を示した。

２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。年令が中心で，２００６年は在学
生が入った。
⑷子供を対象とした活動（子供会の世話，子育て支援ボランティア 学校行事

図表９ 高齢者を対象とした活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３３３．ボラ⑵
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V３８０ボラ⑵
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．１８８ ．０００ ．８２８ ．７８４ ．８７５ ３大都市圏 －．２０５ ．０００ ．８１５ ．７５９ ．８７５

性別女性 ．３７１ ．０００ １．４４９ １．３７０ １．５３２ 性別女性 ．３４３ ．０００ １．４０９ １．３１２ １．５１３

４０歳代 －．１４３ ．０００ ．８６７ ．８０３ ．９３６ ３０歳代 ．１１３ ．０２３ １．１１９ １．０１６ １．２３３

５０歳代 －．２３０ ．０００ ．７９５ ．７３６ ．８５８ ５０歳代 －．２００ ．０００ ．８１９ ．７４１ ．９０４

６０歳代 ．２０４ ．０００ １．２２７ １．１００ １．３６８

７０歳以上 ．２６１ ．０００ １．２９８ １．１３５ １．４８４

配偶者有 ．０６６ ．０４２ １．０６９ １．００２ １．１４０ 配偶者有 ．０９０ ．０２３ １．０９５ １．０１３ １．１８３

介護している ．４９２ ．０００ １．６３５ １．４７７ １．８１０ 介護している ．４２０ ．０００ １．５２１ １．３４７ １．７１８

３世代家族 －．０７９ ．０１９ ．９２４ ．８６５ ．９８７ 末子６歳未満無 ．２１９ ．００１ １．２４４ １．０９１ １．４２０

末子小学中学 ．１４５ ．００２ １．１５６ １．０５６ １．２６５

末子６歳未満無 ．１８０ ．０００ １．１９７ １．０８４ １．３２２

主に仕事 ．３８９ ．０００ １．４７５ １．３７６ １．５８２ 主に仕事 ．３２４ ．０００ １．３８３ １．２６６ １．５１０

家事かたわら
仕事

．２５８ ．０００ １．２９５ １．１７８ １．４２３
家事かたわら
仕事

．３０６ ．０００ １．３５８ １．２１０ １．５２４

通学かたわら
仕事

．９２６ ．０００ ２．５２５ ２．１４５ ２．９７１
通学かたわら
仕事

１．０４１ ．０００ ２．８３１ ２．２８７ ３．５０４

無職その他 －．１９５ ．００２ ．８２２ ．７２８ ．９３０ 無職その他 －．１６７ ．０３３ ．８４６ ．７２６ ．９８６

短大大学卒 ．４３６ ．０００ １．５４６ １．４６０ １．６３７ 短大大学卒 ．４５１ ．０００ １．５６９ １．４６２ １．６８５

情報機器使用 ．６１９ ．０００ １．８５７ １．７４２ １．９７９ 情報機器使用 ．８４６ ．０００ ２．３３０ ２．０８７ ２．６０２

４００万円未満 －．０８６ ．００４ ．９１８ ．８６７ ．９７２ ４００万円未満 －．１２８ ．０００ ．８８０ ．８２０ ．９４５

定数 －４．０６２ ．０００ ．０１７ 定数 －４．９０７ ．０００ ．００７

注）上位３位まで網がけ
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の手伝い）（図表１１参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝１３０９．９３６（p＜０．００１），AUC＝０．６７５，

（２００６年）χ２＝１２６４．９６８（p＜０．００１），AUC＝０．６８９であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは在学中の学生で，そうではない人に比

べて参加のオッズが３．２７０倍となることがわかった。次いで６０歳代と介護して
いる人で，そうでない人のオッズの２．１８７倍，１．９７８倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは在学中の学生で，オッズ比は３．０２２倍
である。次いで，情報機器使用が２．８５９倍，６０歳代が２．７６０倍の値を示した。

図表１０ 障害者を対象とした活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３４４ボラ⑶
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V３９１ボラ⑶
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．３０５ ．０００ ．７３７ ．６９９ ．７７６ ３大都市圏 －．２５４ ．０００ ．７７６ ．７３３ ．８２２

性別女性 ．５４４ ．０００ １．７２３ １．６２９ １．８２２ 性別女性 ．４８１ ．０００ １．６１８ １．５２３ １．７１９

４０歳代 ．４６０ ．０００ １．５８４ １．４２５ １．７６２ ４０歳代 ．３１８ ．０００ １．３７５ １．２０７ １．５６７

５０歳代 ．９０６ ．０００ ２．４７４ ２．２３５ ２．７３８ ５０歳代 ．８９３ ．０００ ２．４４１ ２．１７３ ２．７４４

６０歳代 １．３７０ ．０００ ３．９３５ ３．５３６ ４．３７９ ６０歳代 １．７２１ ．０００ ５．５９２ ４．９７４ ６．２８６

７０歳以上 １．３１８ ．０００ ３．７３５ ３．３３３ ４．１８５ ７０歳以上 １．８８１ ．０００ ６．５５７ ５．８０９ ７．４０３

配偶者有 ．２９７ ．０００ １．３４６ １．２５８ １．４４２ 配偶者有 ．２５２ ．０００ １．２８７ １．１９８ １．３８１

介護している ．７４９ ．０００ ２．１１５ １．９５４ ２．２９０ 介護している ．６０９ ．０００ １．８３８ １．６９０ １．９９８

３世代家族 ．０６８ ．０２１ １．０７０ １．０１０ １．１３４ ３世代家族 ．１０７ ．００２ １．１１３ １．０４０ １．１９２

末子小学中学 －．１４８ ．００７ ．８６２ ．７７５ ．９６０ 末子小学中学 －．２０７ ．００２ ．８１３ ．７１２ ．９２８

末子６歳未満無 ．８３８ ．０００ ２．３１３ １．９５４ ２．７３７ 末子６歳未満無 ．７７５ ．０００ ２．１７０ １．７７９ ２．６４５

主に仕事 －．９２９ ．０００ ．３９５ ．２９６ ．５２６
家事かたわら
仕事

．４６１ ．０００ １．５８５ １．４６４ １．７１７

家事かたわら
仕事

－．５３３ ．０００ ．５８７ ．４３８ ．７８８ 家事 ．２８３ ．０００ １．３２７ １．２３６ １．４２４

通学かたわら
仕事

－．１８９ ．０４８ ．８２８ ．６８７ ．９９８

家事 －．６７７ ．０００ ．５０８ ．３７９ ．６８０

無職その他 －．９０２ ．０００ ．４０６ ．３０２ ．５４５

在学中 ．７０１ ．０００ ２．０１６ １．５２２ ２．６７１ 在学中 １．５２１ ．０００ ４．５７７ ４．０４５ ５．１７９

短大大学卒 ．４６８ ．０００ １．５９６ １．４９８ １．７００ 短大大学卒 ．３６５ ．０００ １．４４１ １．３４９ １．５３９

情報機器使用 ．３０１ ．０００ １．３５１ １．２７６ １．４３１ 情報機器使用 ．６６５ ．０００ １．９４５ １．８２２ ２．０７６

自家用車あり ．２７０ ．０００ １．３０９ １．２２１ １．４０４ 自家用車あり ．３１８ ．０００ １．３７４ １．２７２ １．４８５

定数 －４．７０４ ．０００ ．００９ 定数 －６．２０３ ．０００ ．００２

注）上位３位まで網がけ

「社会生活基本調査」からみたボランティア行動の要因の変化について
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２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。在学中の学生の影響が大きい。
ついで６０歳代である。
⑸スポーツ・文化・芸術・学術に関係した活動（スポーツを教えること，日本

古来の文化を広めること，美術館ガイド，講演会・シンポジウムの開催）（図
表１２参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝７５６８．６７５（p＜０．００１），AUC＝０．７５７，

（２００６年）χ２＝６４１８．０４８（p＜０．００１），AUC＝０．７４１であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは子育て期で末子が小学中学の人で，そ

うではない人に比べて参加のオッズが４．２２９倍となることがわかった。次いで
在学中の学生，３０歳代の人で，そうでない人のオッズの２．８４８倍，２．５７８倍とな
ることがわかった。

図表１１ 子どもを対象とした活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３５５ボラ⑷
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４０２ボラ⑷１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．１０２ ．００８ ．９０３ ．８３７ ．９７４ ３大都市圏 －．１６９ ．０００ ．８４５ ．７７５ ．９２０

性別女性 ．４８１ ．０００ １．６１７ １．４９０ １．７５５ 性別女性 ．５０３ ．０００ １．６５３ １．５１７ １．８０１

４０歳代 ．３５７ ．０００ １．４２９ １．２５６ １．６２５ ４０歳代 ．２８０ ．０００ １．３２３ １．１４１ １．５３５

５０歳代 ．６４４ ．０００ １．９０４ １．６７６ ２．１６３ ５０歳代 ．５９４ ．０００ １．８１０ １．５７５ ２．０８０

６０歳代 ．７８３ ．０００ ２．１８７ １．８９２ ２．５２９ ６０歳代 １．０１５ ．０００ ２．７６０ ２．３７８ ３．２０４

７０歳以上 ．３７７ ．０００ １．４５９ １．２２２ １．７４１ ７０歳以上 ．８４１ ．０００ ２．３１８ １．９３８ ２．７７４

介護している ．６８２ ．０００ １．９７８ １．７４１ ２．２４７ 介護している ．７１３ ．０００ ２．０４１ １．７９８ ２．３１６

末子６歳未満無 ．６６５ ．０００ １．９４４ １．５７６ ２．４００ ３世代家族 －．１３２ ．０２１ ．８７６ ．７８３ ．９８０

末子６歳未満無 ．５３６ ．０００ １．７０８ １．３６９ ２．１３２

主に仕事 －．３６５ ．０００ ．６９４ ．６１６ ．７８２ 主に仕事 －．２３０ ．０００ ．７９５ ．７１８ ．８８０

家事 －．１５４ ．０２０ ．８５８ ．７５３ ．９７６
通学かたわら
仕事

．６１９ ．０００ １．８５７ １．４９７ ２．３０４

無職その他 －．２７０ ．００３ ．７６４ ．６４０ ．９１１

在学中 １．１８５ ．０００ ３．２７０ ２．７９８ ３．８２２ 在学中 １．１０６ ．０００ ３．０２２ ２．５４９ ３．５８３

短大大学卒 ．６８１ ．０００ １．９７６ １．８０１ ２．１６８ 短大大学卒 ．６８２ ．０００ １．９７８ １．８００ ２．１７３

情報機器使用 ．５１４ ．０００ １．６７３ １．５３０ １．８２９ 情報機器使用 １．０５１ ．０００ ２．８５９ ２．５２８ ３．２３４

１０００万円以上 ．０９９ ．０４４ １．１０４ １．００２ １．２１５ １０００万円以上 ．１１４ ．０４８ １．１２０ １．００１ １．２５４

定数 －５．５２８ ．０００ ．００４ 自家用車あり ．１４１ ．０２８ １．１５１ １．０１６ １．３０４

定数 －６．３３８ ．０００ ．００２

注）上位３位まで網がけ
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８０



２００６年はオッズ比が最も高かったのは子育て期で末子が小学中学の人で，そ
うではない人に比べて参加のオッズが４．０７５倍となることがわかった。次いで，
６０歳代が２．４９７倍，在学中の学生が２．４２４倍の値を示した。

２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。子育て期の人と在学生，年代
は３０歳代から６０歳代へ移動した。
⑹まちづくりのための活動（道路や公園などの清掃，花いっぱい運動，町おこ

し）（図表１３参照）

図表１２ スポーツ・文化・芸術・学術を対象とした活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３６６．ボラ⑸
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４１３ボラ⑸１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．２３５ ．０００ ．７９０ ．７５０ ．８３３ ３大都市圏 －．２１０ ．０００ ．８１０ ．７６８ ．８５５

性別女性 ．３５１ ．０００ １．４２０ １．３３９ １．５０７ 性別女性 ．３０１ ．０００ １．３５１ １．２７３ １．４３３

３０歳代 ．９４７ ．０００ ２．５７８ ２．３０３ ２．８８７ ３０歳代 ．７６５ ．０００ ２．１４９ １．８９２ ２．４４０

４０歳代 ．８０９ ．０００ ２．２４６ １．９９５ ２．５２９ ４０歳代 ．７５７ ．０００ ２．１３２ １．８６８ ２．４３２

５０歳代 ．３５８ ．０００ １．４３０ １．２５５ １．６２９ ５０歳代 ．３８３ ．０００ １．４６７ １．２７６ １．６８７

６０歳代 ．５２０ ．０００ １．６８３ １．４６０ １．９３９ ６０歳代 ．９１５ ．０００ ２．４９７ ２．１６０ ２．８８６

７０歳以上 ．３３９ ．０００ １．４０３ １．２０２ １．６３８ ７０歳以上 ．７６５ ．０００ ２．１４９ １．８３４ ２．５１７

配偶者有 ．５０６ ．０００ １．６５９ １．５１５ １．８１７ 配偶者有 ．４３２ ．０００ １．５４０ １．４１３ １．６８０

介護している ．２３８ ．０００ １．２６９ １．１４１ １．４１２ 介護している ．１６１ ．００２ １．１７４ １．０６１ １．３００

３世代家族 ．１７４ ．０００ １．１９０ １．１２５ １．２６０ ３世代家族 ．１４０ ．０００ １．１５１ １．０８１ １．２２５

末子小学中学 １．４４２ ．０００ ４．２２９ ３．９２５ ４．５５６ 末子小学中学 １．４０５ ．０００ ４．０７５ ３．７７２ ４．４０３

末子６歳未満無 －．５４３ ．０００ ．５８１ ．５２９ ．６３８ 末子６歳未満無 －．５３１ ．０００ ．５８８ ．５３３ ．６４９

主に仕事 －．３０７ ．０００ ．７３６ ．６８９ ．７８６ 主に仕事 －．３５２ ．０００ ．７０３ ．６５１ ．７５９

通学かたわら
仕事

．３３６ ．０００ １．３９９ １．１６１ １．６８７
家事かたわら
仕事

．０９７ ．０１９ １．１０１ １．０１６ １．１９４

無職その他 －．３４６ ．７０７ ．６１８ ．８０９
通学かたわら
仕事

．４５３ ．０００ １．５７３ １．２９０ １．９１９

無職その他 －．１２８ ．０３２ ．８８０ ．７８２ ．９８９

在学中 １．０４７ ．０００ ２．８４８ ２．５００ ３．２４６ 在学中 ．８８５ ．０００ ２．４２４ ２．０７１ ２．８３６

短大大学卒 ．４５２ ．０００ １．５７２ １．４８７ １．６６１ 短大大学卒 ．５１９ ．０００ １．６８１ １．５９２ １．７７５

情報機器使用 ．５１７ ．０００ １．６７８ １．５７５ １．７８６ 情報機器使用 ．８４０ ．０００ ２．３１７ ２．１３０ ２．５２１

４００万円未満 －．０９４ ．００１ ．９１１ ．８５９ ．９６６ ４００万円未満 －．１５３ ．０００ ．８５９ ．８１１ ．９０９

１０００万円以上 ．１０６ ．００２ １．１１１ １．０３８ １．１９０ １０００万円以上 ．０９２ ．０１４ １．０９６ １．０１９ １．１７９

定数 －４．０６１ ．０００ ．０１７ 自家用車あり ．２３５ ．０００ １．２６５ １．１５２ １．３９０

定数 －４．４９８ ．０００ ．０１１

注）上位３位まで網がけ

「社会生活基本調査」からみたボランティア行動の要因の変化について
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モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝２０２５．６３５（p＜０．００１），AUC＝０．６８３，
（２００６年）χ２＝２３７７．８１６（p＜０．００１），AUC＝０．６８３であった。

２００１年はオッズ比が最も高かったのは在学中の学生で，そうではない人に比
べて参加のオッズが２．０２４倍となることがわかった。次いで６０歳代，情報機器
使用の人が，そうでない人のオッズの２．００５倍，１．９８１倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは情報機器使用の人で，そうではない人
に比べて参加のオッズが２．５０５倍となることがわかった。次いで，６０歳代と７０
歳代の人が，そうでない人の１．９９３倍，１．９２１倍の値を示した。学生の影響力は

図表１３ まちづくりのための活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３７７．ボラ⑹
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４２４ボラ⑹１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．２５３ ．０００ ．７７６ ．７２７ ．８２８ ３大都市圏 －．２２５ ．０００ ．７９９ ．７５２ ．８４９

性別女性 －．６００ ．０００ ．５４９ ．５１４ ．５８６ 性別女性 －．４４０ ．０００ ．６４４ ．６０８ ．６８３

３０歳代 ．３１６ ．０００ １．３７１ １．２０１ １．５６５ ３０歳代 ．１８４ ．００７ １．２０２ １．０５２ １．３７２

４０歳代 ．４１５ ．０００ １．５１４ １．３２３ １．７３３ ４０歳代 ．４５６ ．０００ １．５７８ １．３８０ １．８０４

５０歳代 ．４２５ ．０００ １．５２９ １．３３１ １．７５７ ５０歳代 ．４３４ ．０００ １．５４４ １．３５０ １．７６６

６０歳代 ．６９６ ．０００ ２．００５ １．７２４ ２．３３２ ６０歳代 ．６８９ ．０００ １．９９３ １．７２７ ２．２９９

７０歳以上 ．４８０ ．０００ １．６１６ １．３６５ １．９１４ ７０歳以上 ．６５３ ．０００ １．９２１ １．６４２ ２．２４７

配偶者有 ．２２２ ．０００ １．２４８ １．１３１ １．３７７ 配偶者有 ．２５３ ．０００ １．２８８ １．１７９ １．４０７

介護している ．１５９ ．０２１ １．１７２ １．０２４ １．３４１ 介護している ．２４６ ．０００ １．２７９ １．１４７ １．４２６

３世代家族 ．０９７ ．０１０ １．１０２ １．０２３ １．１８６ ３世代家族 ．１６３ ．０００ １．１７８ １．０９６ １．２６５

末子小学中学 ．４８５ ．０００ １．６２４ １．４６８ １．７９７ 末子小学中学 ．４１３ ．０００ １．５１１ １．３７６ １．６５９

末子６歳未満無 ．１４０ ．０３９ １．１５１ １．００７ １．３１５ 末子６歳未満無 ．２３５ ．０００ １．２６５ １．１１２ １．４３９

家事かたわら
仕事

．２１１ ．０００ １．２３５ １．１０９ １．３７７
家事かたわら
仕事

．１２７ ．００９ １．１３５ １．０３２ １．２４８

通学かたわら
仕事

．５５１ ．０００ １．７３５ １．４１４ ２．１２８
通学かたわら
仕事

．４６１ ．０００ １．５８６ １．２７９ １．９６７

無職その他 －．１６０ ．０１５ ．８５３ ．７５０ ．９６９ 無職その他 －．１２３ ．０３０ ．８８４ ．７９１ ．９８８

在学中 ．７０５ ．０００ ２．０２４ １．７７１ ２．３１３ 在学中 ．６０２ ．０００ １．８２６ １．５８７ ２．１０１

短大大学卒 ．６０７ ．０００ １．８３４ １．７１２ １．９６５ 短大大学卒 ．６３０ ．０００ １．８７７ １．７６５ １．９９６

情報機器使用 ．６８４ ．０００ １．９８１ １．８２６ ２．１４８ 情報機器使用 ．９１８ ．０００ ２．５０５ ２．２８０ ２．７５２

４００万円未満 －．２０２ ．０００ ．８１７ ．７６１ ．８７８ ４００万円未満 －．１８１ ．０００ ．８３５ ．７８２ ．８９１

定数 －４．４０９ ．０００ ．０１２ １０００万円以上 ．１３３ ．００１ １．１４３ １．０５７ １．２３５

自家用車あり ．２１５ ．０００ １．２４０ １．１２０ １．３７４

定数 －４．８５０ ．０００ ．００８

注）上位３位まで網がけ
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小さくなった。
２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。高齢者と発信能力のある人で

ある。
⑺安全な生活のための活動（防災活動，防犯活動，交通安全運動）（図表１４参照）

モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝５１９９．４２１（p＜０．００１），AUC＝０．６３７，
（２００６年）χ２＝４５５５．７１４（p＜０．００１），AUC＝０．６４５であった。

２００１年はオッズ比が最も高かったのは７０歳以上の人で，そうではない人に比

図表１４ 安全な生活のための活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３８８．ボラ⑺
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４３５ボラ⑺１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．３６１ ．０００ ．６９７ ．６７５ ．７２０ ３大都市圏 －．３４２ ．０００ ．７１０ ．６８５ ．７３７

性別女性 －．１２４ ．０００ ．８８３ ．８５３ ．９１５ 性別女性 －．２５４ ．０００ ．７７６ ．７４７ ．８０６

３０歳代 ．７６５ ．０００ ２．１４９ １．９８４ ２．３２７ ３０歳代 ．６９５ ．０００ ２．００３ １．８２３ ２．２０２

４０歳代 １．０５８ ．０００ ２．８８０ ２．６６１ ３．１１８ ４０歳代 １．０６４ ．０００ ２．８９７ ２．６３５ ３．１８５

５０歳代 １．１４４ ．０００ ３．１４０ ２．９０１ ３．４００ ５０歳代 １．２５８ ．０００ ３．５１８ ３．２０５ ３．８６２

６０歳代 １．３７５ ．０００ ３．９５７ ３．６４０ ４．３０１ ６０歳代 １．４８２ ．０００ ４．４００ ３．９９２ ４．８４９

７０歳以上 １．４３８ ．０００ ４．２１３ ３．８６５ ４．５９２ ７０歳以上 １．４８９ ．０００ ４．４３２ ４．００５ ４．９０４

配偶者有 ．４３３ ．０００ １．５４１ １．４７４ １．６１１ 配偶者有 ．３４０ ．０００ １．４０５ １．３３９ １．４７５

介護している ．１２９ ．０００ １．１３７ １．０６８ １．２１１ 介護している ．１８０ ．０００ １．１９７ １．１２３ １．２７７

３世代家族 ．０６６ ．０００ １．０６８ １．０３０ １．１０７ ３世代家族 ．０８９ ．０００ １．０９３ １．０４７ １．１４０

末子小学中学 ．３３４ ．０００ １．３９６ １．３２３ １．４７４ 末子小学中学 ．２９７ ．０００ １．３４６ １．２６７ １．４３０

末子６歳未満無 －．０９９ ．００５ ．９０６ ．８４６ ．９７０ 末子６歳未満無 －．１４５ ．０００ ．８６５ ．８０１ ．９３３

主に仕事 －．９３２ ．０００ ．３９４ ．３２５ ．４７７ 主に仕事 －．１０１ ．０００ ．９０４ ．８５８ ．９５２

家事かたわら
仕事

－．７３４ ．０００ ．４８０ ．３９４ ．５８５
家事かたわら
仕事

．１３１ ．０００ １．１４０ １．０７５ １．２０８

通学かたわら
仕事

－１．３３１ ．０００ ．２６４ ．２１３ ．３２８
通学かたわら
仕事

－１．０１４ ．０００ ．３６３ ．２９１ ．４５２

家事 －．８７２ ．０００ ．４１８ ．３４４ ．５０９ 無職その他 －．４１４ ．０００ ．６６１ ．６１８ ．７０７

無職その他 －１．２９３ ．０００ ．２７４ ．２２５ ．３３４

在学中 ．３８３ ．０００ １．４６７ １．２１８ １．７６６ 在学中 １．１５２ ．０００ ３．１６４ ２．８４４ ３．５２０

短大大学卒 ．１１１ ．０００ １．１１８ １．０７６ １．１６１ 短大大学卒 ．１８４ ．０００ １．２０２ １．１５７ １．２５０

情報機器使用 ．１０９ ．０００ １．１１５ １．０７６ １．１５５ 情報機器使用 ．３３２ ．０００ １．３９３ １．３３３ １．４５６

４００万円未満 －．１１５ ．０００ ．８９１ ．８６２ ．９２２ ４００万円未満 －．１５５ ．０００ ．８５７ ．８２６ ．８８８

１０００万円以上 ．０９３ ．０００ １．０９７ １．０５１ １．１４５ １０００万円以上 ．０５６ ．０２６ １．０５８ １．００７ １．１１２

自家用車あり ．２８６ ．０００ １．３３１ １．２７０ １．３９５ 自家用車あり ．４１１ ．０００ １．５０８ １．４２５ １．５９５

定数 －２．１２６ ．０００ ．１１９ 定数 －３．３３７ ．０００ ．０３６

注）上位３位まで網がけ
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べて参加のオッズが４．２１３倍となることがわかった。次いで６０歳代，５０歳代の
人で，そうでない人のオッズの３．９５７倍，３．１４０倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは７０歳以上で，そうではない人に比べて
参加のオッズが４．４３２倍となることがわかった。次いで，６０歳代，５０歳代が
４．４００倍，３．５１８倍の値を示した。

２００１年と２００６年の要因は変化がない。高齢者が担っている。
⑻自然や環境を守るための活動（野鳥の観察と保護，森林や緑を守る活動，リ

サイクル運動，ゴミを減らす活動）（図表１５参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝３５７６．５０１（p＜０．００１），AUC＝０．６８２，

図表１５ 自然や環境を守るための活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０３９９ボラ⑻
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４４６ボラ⑻１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．２４０ ．０００ ．７８６ ．７４９ ．８２６ ３大都市圏 －．１３４ ．０００ ．８７５ ．８３１ ．９２１

性別女性 －．３４５ ．０００ ．７０９ ．６７６ ．７４３ 性別女性 －．４１５ ．０００ ．６６１ ．６２３ ．７００

３０歳代 ．８１１ ．０００ ２．２５１ ２．０２５ ２．５０２ ３０歳代 ．８１０ ．０００ ２．２４９ １．９７１ ２．５６６

４０歳代 ．７７８ ．０００ ２．１７８ １．９５４ ２．４２７ ４０歳代 ．８３８ ．０００ ２．３１２ ２．０２０ ２．６４６

５０歳代 ．６４６ ．０００ １．９０７ １．７１０ ２．１２７ ５０歳代 ．７８２ ．０００ ２．１８７ １．９１５ ２．４９７

６０歳代 ．７７３ ．０００ ２．１６７ １．９２８ ２．４３５ ６０歳代 １．１３８ ．０００ ３．１１９ ２．７２２ ３．５７５

７０歳以上 ．５０８ ．０００ １．６６２ １．４６１ １．８９０ ７０歳以上 ．８８０ ．０００ ２．４１２ ２．０８７ ２．７８７

配偶者有 ．４６１ ．０００ １．５８６ １．４７８ １．７０１ 配偶者有 ．４６７ ．０００ １．５９６ １．４８３ １．７１７

介護している ．１７０ ．０００ １．１８６ １．０７８ １．３０５ 介護している ．１８１ ．０００ １．１９９ １．０９３ １．３１４

３世代家族 ．２１１ ．０００ １．２３４ １．１７１ １．３０１ ３世代家族 ．２４３ ．０００ １．２７５ １．２０１ １．３５３

末子小学中学 ．５９７ ．０００ １．８１７ １．７０２ １．９４０ 末子小学中学 ．７５２ ．０００ ２．１２１ １．９７８ ２．２７５

家事かたわら
仕事

．１９７ ．０００ １．２１８ １．１３５ １．３０８
家事かたわら
仕事

．４３６ ．０００ １．５４６ １．４３０ １．６７１

通学かたわら
仕事

－．６９９ ．０００ ．４９７ ．３６０ ．６８６
通学かたわら
仕事

－．６６９ ．００１ ．５１２ ．３４８ ．７５３

無職その他 －．２６５ ．０００ ．７６７ ．６９７ ．８４４ ふだん家事 ．３２０ ．０００ １．３７８ １．２７９ １．４８４

在学中 ．４５０ ．０００ １．５６８ １．３９６ １．７６１ 在学中 ．４９８ ．０００ １．６４５ １．４１２ １．９１８

短大大学卒 ．１０２ ．０００ １．１０７ １．０５０ １．１６８ 短大大学卒 ．２０７ ．０００ １．２３０ １．１６６ １．２９６

情報機器使用 ．３５６ ．０００ １．４２７ １．３４９ １．５０９ 情報機器使用 ．５７６ ．０００ １．７７８ １．６５６ １．９１０

４００万円未満 －．１４８ ．０００ ．８６３ ．８１８ ．９１０ ４００万円未満 －．１６８ ．０００ ．８４５ ．８０１ ．８９２

１０００万円以上 ．０９８ ．００２ １．１０３ １．０３６ １．１７５ １０００万円以上 ．０９１ ．０１１ １．０９５ １．０２１ １．１７４

自家用車あり ．２６２ ．０００ １．３００ １．２００ １．４０８ 自家用車あり ．３６９ ．０００ １．４４７ １．３２３ １．５８２

定数 －３．９６９ ．０００ ．０１９ 定数 －４．６４５ ．０００ ．０１０

注）上位３位まで網がけ
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（２００６年）χ２＝３７０５．９９４（p＜０．００１），AUC＝０．６９４であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは３０歳代で，そうではない人に比べて参

加のオッズが２．２５１倍となることがわかった。次いで４０歳代，６０歳代の人で，
そうでない人のオッズの２．１７８倍，２．１６７倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは６０歳代で，そうではない人に比べて参
加のオッズが３．１１９倍となることがわかった。次いで，７０歳以上，４０歳代の人
が２．４１２倍，２．３１２倍の値を示した。

図表１６ 災害に関係した活動の影響要因
２００１年 ２００６年

EXP（B）の９５％
信頼区間

EXP（B）の９５％
信頼区間

V０４１０ボラ⑼
１年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限
V４５７ボラ⑼１
年間にしたか

Ｂ
有意
確率

Exp
（B）

下限 上限

３大都市圏 －．２３９ ．０００ ．７８８ ．７５６ ．８２１ ３大都市圏 －．２８９ ．０００ ．７４９ ．７１４ ．７８６

性別女性 ．０６２ ．００５ １．０６４ １．０１９ １．１１２ 性別女性 －．０６５ ．０１０ ．９３７ ．８９２ ．９８４

３０歳代 ．４５０ ．０００ １．５６９ １．４２４ １．７２９ ３０歳代 ．４９３ ．０００ １．６３８ １．４５０ １．８５０

４０歳代 ．７０７ ．０００ ２．０２７ １．８４０ ２．２３４ ４０歳代 ．８０３ ．０００ ２．２３１ １．９７３ ２．５２４

５０歳代 ．７２８ ．０００ ２．０７０ １．８８２ ２．２７８ ５０歳代 ．９７７ ．０００ ２．６５７ ２．３６０ ２．９９０

６０歳代 ．９４９ ．０００ ２．５８３ ２．３３６ ２．８５５ ６０歳代 １．２９０ ．０００ ３．６３３ ３．２１３ ４．１０７

７０歳以上 ．７８０ ．０００ ２．１８１ １．９５９ ２．４２８ ７０歳以上 １．１９８ ．０００ ３．３１３ ２．９０６ ３．７７７

配偶者有 ．４２７ ．０００ １．５３３ １．４４５ １．６２６ 配偶者有 ．２９９ ．０００ １．３４８ １．２６５ １．４３８

介護している ．２０１ ．０００ １．２２３ １．１２９ １．３２５ 介護している ．３００ ．０００ １．３５０ １．２４４ １．４６４

３世代家族 ．０７０ ．００３ １．０７３ １．０２５ １．１２３ 末子小学中学 ．２８５ ．０００ １．３２９ １．２３２ １．４３５

末子小学中学 ．３６８ ．０００ １．４４４ １．３５４ １．５４１

主に仕事 －１．０５７ ．０００ ．３４８ ．２７６ ．４３７ 主に仕事 －．２７７ ．０００ ．７５８ ．７０６ ．８１５

家事かたわら
仕事

－．７８６ ．０００ ．４５６ ．３６０ ．５７７
通学かたわら
仕事

－．８６６ ．０００ ．４２１ ．３３０ ．５３６

通学かたわら
仕事

－１．１１２ ．０００ ．３２９ ．２６５ ．４０９ ふだん家事 －．１６８ ．０００ ．８４５ ．７８３ ．９１３

家事 －１．０４４ ．０００ ．３５２ ．２７８ ．４４５ 無職その他 －．５３２ ．０００ ．５８７ ．５３１ ．６５０

無職その他 －１．３８１ ．０００ ．２５１ ．１９８ ．３２０

在学中 ．４８３ ．０００ １．６２１ １．２９７ ２．０２５ 在学中 １．２３０ ．０００ ３．４２３ ２．９８７ ３．９２２

短大大学卒 ．３４９ ．０００ １．４１８ １．３５１ １．４８７ 短大大学卒 ．３５３ ．０００ １．４２３ １．３５２ １．４９７

情報機器使用 ．１１１ ．０００ １．１１７ １．０６８ １．１６９ 情報機器使用 ．４８２ ．０００ １．６２０ １．５２５ １．７２１

４００万円未満 －．１０６ ．０００ ．９００ ．８６１ ．９４１ ４００万円未満 －．１７８ ．０００ ．８３７ ．７９８ ．８７７

１０００万円以上 ．０５５ ．０４４ １．０５７ １．００１ １．１１６ 自家用車あり ．３４３ ．０００ １．４１０ １．３０５ １．５２３

自家用車あり ．２７３ ．０００ １．３１３ １．２３３ １．３９９ 定数 －４．０６６ ．０００ ．０１７

定数 －２．６８６ ．０００ ．０６８

注）上位３位まで網がけ
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２００１年と２００６年の要因は大きくは変化がない。年令要因のみである。
⑼災害に関係した活動（災害を受けた人に食べ物や着るものを送ること，炊き

出し）（図表１６参照）
モデル全体の統計量は（２００１年）χ２＝２６９４．０９５（p＜０．００１），AUC＝０．６３３，

（２００６年）χ２＝２２５９．９７２（p＜０．００１），AUC＝０．６４０であった。
２００１年はオッズ比が最も高かったのは６０歳代で，そうではない人に比べて参

加のオッズが２．５８３倍となることがわかった。次いで７０歳以上，５０歳代の人で，
そうでない人のオッズの２．１８１倍，２．０７０倍となることがわかった。

２００６年はオッズ比が最も高かったのは，６０歳代でそうではない人に比べて参
加のオッズが３．６３３倍となることがわかった。次いで，在学中，７０歳以上の人
が３．４２３倍，３．３１３倍の値を示した。

２００１年と２００６年で大きくは変化がない。在学生の影響力が大きくなった。

４．考察
考察すべき点は次の２点である。一つはコーホート分析で，ボランティア行

動は次の３つの効果①年齢効果（人格形成期や家族形成期など，人間の成長過
程や加齢に伴って発生する要因），②時代効果（各年代における社会環境から
発生する要因），③コーホート効果（世代論：同じ時期に生まれ，同じ社会環
境を共有して育ってきた人間集団から発生する要因）からどのような影響を受
けるかを考えたものである。図表３で考察したが，年齢効果でばらつきの大き
い１０―１４歳，１５―１９歳，２０―２４歳，および３０―４４歳についての詳細な分析をしたと
ころ，この年齢で特異な数値である，２００１年時の１０―１４歳コーホート，３０―３４歳，
３５―３９歳，４０―４４歳各コーホート，１９９６年の１５―１９歳，２０―２４歳の各コーホートに
ついてコーホート効果を確認できなかった。この結果，２００１年調査のボラン
ティア国際年の効果，１９９６年調査のバブル崩壊，就職氷河期などの時代効果が
大きいことが明らかになった。

次に各活動別の結果を，図表１７，図表１８にまとめた。まず，図表１７では各活
動の主要因を抽出した。その結果は図表１８に示したように，年齢効果が大きく，
２００１年に年齢変数は５変数，件数では５０歳代以上（５０歳代，６０歳代，７０歳以上）
が１５件に上っている。２００１年はボランティア国際年で１０―１４歳の活動はまちづ
くりと自然活動に向けられたことがわかっている。加えて親世代の３０歳代４０歳

駿河台経済論集 第２８巻第１号（２０１８）

８６



図表１７ ボランティア活動を行うための要因
２００１年オッズ比の大きい要因 ２００６年オッズ比の大きい要因 考 察

①健康や医療サービ
スに関係した活動

（献血，入院患者の
話し相手 など）

６０歳代：２．４４６倍
７０歳以上：２．３２６倍
５０歳代：１．９２７倍
高齢者

AUC＝０．６２６

６０歳代：３．１０５倍
７０歳以上：３．０２４倍
在学中：２．５９０倍
高齢者，在学中

AUC＝０．６４３

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化がない。
２００６年には在学中の影
響力が増加した。

②高齢者を対象とし
た活動（高齢者と
のレクリエーショ
ン など）

通学かたわら仕事：
２．５２５倍

情報機器使用：１．８５７倍
介護している：１．６３５倍
働く学生，情報発信，介護
経験

AUC＝０．６４９

通学かたわら仕事：
２．８３１倍

情報機器使用：２．３３０倍
短大大学卒：１．５６９倍
働く学生，情報発信，高
学歴

AUC＝０．６４８

２００１年と２００６年の要因
は変化がない。影響要
因数が少ない。他活動
と要因が異なる。

③障害者を対象にし
た活動（手話，点訳，
障碍者の社会参加
の協力 など）

６０歳代：３．９３５倍
７０歳以上：３．７３５倍
５０歳代：２．４７４倍
高齢者

AUC＝０．６８４

７０歳以上：６．５５７倍
６０歳代：５．５９２倍
在学中：４．５７７倍
高齢者，在学中

AUC＝０．７０８

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化がない。
①の健康と医療サービ
スの要因と同じ。

④子供を対象とした
活動（子供会の世
話，子育て支援ボ
ランティアなど）

在学中：３．２７０倍
６０歳代：２．１８７倍
介護している：１．９７８倍
在学中，高齢者，介護経験

AUC＝０．６７５

在学中：３．０２２倍
情報機器使用：２．８５９倍
６０歳代：２．７６０倍
在学中，情報発信，高齢者

AUC＝０．６８９

２００１年と２００６年の要因
は大きい変化はない。
年齢の近い在学中の学
生の影響は大きい。影
響要因数少ない。

⑤スポーツ・文化・
芸術・学術に関係
した活動（スポー
ツを教える，日本
古来の文化を広め
るなど）

末子小学中学：４．２２９倍
在学中：２．８４８倍
３０歳代：２．５７８倍
子育て期末子小学中学，在
学中

AUC＝０．７５７

末子小学中学：４．０７５倍
６０歳代：２．４９７倍
在学中：２．４２４倍
子育て期末子小学中学，
在学中

AUC＝０．７４１

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化ない。
子育て期の末子小学中
学，在学中が大きな影
響要因。モデルのあて
はまり度AUCが最も大
きい。

⑥まちづくりのため
の活動（道路や公
園の清掃，花いっ
ぱい運動，町おこ
しなど）

在学中：２．０２４倍
６０歳代：２．００５倍
情報機器使用：１．９８１倍
在学中，高齢者，情報発信

AUC＝０．６８３

情報機器使用：２．５０５倍
６０歳代：１．９９３倍
７０歳以上：１．９２１倍
情報発信，高齢者

AUC＝０．６８３

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化がない。
情報発信ができる高齢
者。在学中は要因とし
て影響力が減少。

⑦安全な生活のため
の活動（防災活動，
防犯活動，交通安
全運動など）

７０歳以上：４．２１３倍
６０歳代：３．９５７倍
５０歳代：３．１４０倍
高齢者

AUC＝０．６３７

７０歳以上：４．４３２倍
６０歳代：４．４００倍
５０歳代：３．５１８倍
高齢者

AUC＝０．６４５

２００１年と２００６年の要因
は変化がない。
要因は高齢者のみ。

⑧自然や環境を守る
ための活動（野鳥
の観察と保護，森
林や緑を守る活動
など）

３０歳代：２．２５１倍
４０歳代：２．１７８倍
６０歳代：２．１６７倍
年齢

AUC＝０．６８２

６０歳代：３．１１９倍
７０歳以上：２．４１２倍
４０歳代：２．３１２倍
年齢

AUC＝０．６９４

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化ない。
要因は年齢のみ。かつ
高齢化が進む。

⑨災害に関係した活
動（災害を受けた
人に食べものや着
るものを送ること
など）

６０歳代：２．５８３倍
７０歳以上：２．１８１倍
５０歳代：２．０７０倍
高齢者

AUC＝０．６３３

６０歳代：３．６３３倍
在学中：３．４２３倍
７０歳以上：３．３１３倍
高齢者，在学中

AUC＝０．６４０

２００１年と２００６年の要因
は大きくは変化がない。
２００６年には在学中の影
響力が上昇した。
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代の行動も活発であった。２００６年はさらに５歳加齢して２００１年の活発な世代が
重なる。６０歳代７０歳以上のみで１４件となっている。

９つの活動について，各要因の出現数と２００１年から２００６年の変化を見ると以
下のことがわかる。
①年齢変数（特に６０歳代，７０歳以上の高齢者）は，２００１年に「高齢者対象」を

除いた８活動の要因となっている。２００６年も同様で変化していない。
②在学中の学生は，２００１年に「子供」「スポーツ」「まちづくり」の３活動，２００６

年に「健康・医療」「障害者」「災害」が増え，５活動に増加した。２００１年は
「まちづくり」の活動に参加していたが，２００６年は「災害」ボランティアに
力がシフトした。

③情報機器の使用は，２００１年に２活動であったが，２００６年に３活動に増加した。
情報機器の所持が一般化され，活用も進んでいる。

④子育て期の末子小学中学の人は，２００１年は「スポーツ」の１活動で要因となっ
た。２００６年も変化していない。子どもつながりである。

⑤通学のかたわら仕事は，２００１年には「高齢者対象」のみの１活動で要因となっ

図表１８ ボランティア活動を行うための要因の整理

２００１年 ２００６年

変 数 名 件数 変 数 名 件数

１ ６０歳代 ７ １ ６０歳代 ８

２ ７０歳以上 ４ ２ ７０歳以上 ６

３ ５０歳代 ４ ３ 在学中 ５

４ 在学中 ３ ４ 情報機器使用 ３

５ ３０歳代 ２ ５ ５０歳代 １

６ 介護している ２ ６ ４０歳代 １

７ 情報機器使用 ２ ７ 短大大学卒 １

８ ４０歳代 １ ８ 子育て期末子小学中学 １

９ 子育て期末子小学中学 １ ９ 通学かたわら仕事 １

１０ 通学かたわら仕事 １

計 ２７ 計 ２７

注）上位３位まで網がけ
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た。２００６年でも変化していない。アルバイト等の仕事をしている学生にとっ
ては，少ない時間でボランティアに関われることを選択しているともいえる。

⑥短大大学卒（高学歴）は２００１年には出現せず，２００６年に「高齢者対象」のみで出
現した。２００１年の通学のかたわら仕事の学生が卒業しても参加していること
も考えられる。また，最近では高齢者の日常の手助けなどは，施設等のサー
ビス化により求められなくなり，高齢者とのレクリエーションの活発化が見
えてきていることを考えると，高学歴化の傾向も説明可能かもしれない。
これらから，ボランティアの活動を支える基本属性と環境は，高齢者，在学

中の学生，情報機器の使用であることがわかるが，２００１年の広範な属性の参加
を見ると，社会的環境を整えることで，さらなる活動参加を促すことができる
と考える。

［付記］本研究は，２０１６～２０１８年に科学研究費補助金基盤研究C「ボランティ
アの社会的経済的価値に関する研究―集団・組織レベルでの評価を中心に―
（課題番号：１６K０４１７７，研究代表者：渡辺裕子）」により実施した成果の一部
である。また，本稿では独立行政法人・統計センターより，１９９６年度，２００１年
度，２００６年度の「社会生活基本調査（生活行動編，及び，生活時間編）」の匿
名データの提供を受けており，このうち，２００１年度と２００６年度の生活行動編を
使用した。
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